
１． 背景と目的
　我が国では，１９７０年以降に時間雨量１００mmを
超す豪雨が増加しており１），かつ土地利用の高度
化２-６）と相まって，水害の恐れが高まっている。

２０１３年においては２０を超える都道府県で時間雨量
１００mmを超す豪雨が観測されて，全国的に床上
浸水や床下浸水被害が発生している。また，２０１３
年７月の山口市の豪雨では，越水後に避難勧告が
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発表されて住民が家屋に取り残されるなど，行政
と住民の対応が後手にまわる事例もあった。
　記録的な外力に対して，河川整備では，１９９７年
に河川法，２００５年に水防法が改正されて，これま
での氾濫させない治水対策から氾濫させても最小
限に被害を喰い止める治水対策に方針が転換され
た。とくに，ハザードマップの作成と公表の義務
化，中小河川での洪水情報などの提供の充実など
ソフト対策が進められた。また，住民と行政によ
る災害対応や対策は，２０１３年に災害対策基本法が
改正されて，責務が明確化された７）。例えば，行
政による避難誘導の強化や，自発的な自主防災組
織による防災活動や訓練の促進など，行政の実施
すべきことや住民による防災活動の責務が明記さ
れた。市町村においては，水防団等の整備や自主
防災組織の充実を図り，すべての機能を十分に発
揮する点など，行政と住民による対応や対策が必
要とされた。
　このように，今後の水防災では，記録的な外力
に対して，行政によるハード対策のみでなく，行
政と住民による水害対応や対策がより一層求めら
れている。しかしながら，現時点では，先の山口
市の事例や２００８年の豊岡市の事例のように避難勧
告の遅れや行政と住民との情報共有が不足した点
など連携の困難さ８）が指摘されている。こうした
なかで，我が国の住民や行政を対象とした水害の
研究を集約して，研究上の問題点や課題を示すこ
とは，今後の対策や対応の向上を目指す際に有意
義であると考える。
　災害の既往研究の整理は，海外において実施さ
れている。例えば，１９７５年にMileti ９）が災害を時
間軸と個人や市，州，国などの組織単位で研究を
整理して，１９８０年代以降の長期的な復興研究の促
進に寄与した点がある。また２０００年代には
Lindell １０）が，個人や行政以外に企業を含めた災害
の社会科学的研究について整理している。その一
方で，我が国においては，元吉１１）が日本と海外に
おけるリスク意識と防災行動に関する心理学的研
究を整理したものや近藤ら１２）が防災関連の学会と
研究分野の動向について整理したものがある。し
かし，いずれも災害の外力を区別しておらず，個

人，地域住民や行政の組織も区別していない。こ
の点について，災害対策基本法では住民や行政の
責務が明示されており，自助・共助・公助の役割
分担が今後の災害対応・対策において鍵となるこ
とから，Mileti ９）のように主体による区別も必要
と考える。また，水害の既往研究は，末次ら１３，１４）

や辻本ら１５，１６）が水工学の観点から治水対策の課題
や知見を整理しているが，社会科学的な観点は含
まれていない。
　そこで本研究では，まず，水害に関する社会科
学的なアプローチに依拠する研究論文を収集し
て，発災を挟む時間軸と主体の２つの観点から研
究内容を分類する。次に，既往研究のレビューに
基づき，得られた知見を整理した上で，今後の課
題点について議論を行う。本研究の成果は，水防
災に関する研究動向を俯瞰するとともに，多様な
ステークホルダーによる連携・協働を促す方向性
を議論する素材を提供し，今後の水害対策向上に
資することを目指す。

２． 研究方法
　社会科学的研究は，住民や行政を対象とした水
害対応や対策について，工学的な治水の安全度や
技術向上を目的とした論文以外で，ヒアリング調
査やアンケート調査，経済分析などの社会科学的
アプローチにもとづく論文を扱う。
　文献は，土木学会，日本自然災害学会，地域安
全学会，日本建築学会，日本都市計画学会，日本
災害情報学会の６つの学会から２０１２年１２月までに
刊行された邦文の査読付き論文を分析対象とし
た。また，対象にする論文は，日本国内での研究
事例として，水害を含むものを幅広く収集する。
　本研究では，時間軸と主体の２視点より文献を
概観する。時間軸は，災害対策基本法をもとにし
て，事前の備え，応急対応，復旧復興活動の３つ
のフェーズで考える。主体は，災害対策基本法と
Mileti ９）を参考に，個人，地域住民，行政，ボラ
ンティアの４つにわけた。本研究における個人
は，住民個人や家庭の水害対応や対策を対象とし
ている。地域住民は，自主防災組織，消防団や水
防団，民生委員など住民協働による水害対応や対
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策を対象とする。行政は，市町村，都道府県，国
の各主体による水害対応と対策とする。また，ハ
ザードマップの評価など行政の対策評価も含める
ことにする。
　文献は，年代を問わず収集し分析していく。こ
れに関して，各年代で社会と防災の問題の相違が
考えられる。そこで，防災白書１７-２４）をもとに災害
と社会環境との関係を把握する。「現代社会と防
災」を記載した１９８９年～１９９４年と２００９年と２０１０年
の「国民の防災活動」に記載された内容の見出し
を表１に示した。表１によれば，１９８９年から１９９４
年では，土地利用の変化と防災，災害弱者と防
災，災害時のボランティア活動，国民の自主防災
などが取り上げられている。例えば，土地利用の
変化と防災では，土地利用の誘導や，住民が災害
に対する認識を深められるように具体的な情報提
供の必要性が指摘されている。災害弱者と防災で
は，要援護者の避難場所と経路の整備，要援護者
を地域でバックアップできる体制の必要性が指摘
されている。災害時のボランティア活動では，
１９９３年８月豪雨などの個人や団体の活動を踏まえ
て組織化や啓発活動の必要性が指摘されている。
国民の自主防災では，自主防災組織の組織結成率
は年々上昇傾向であるが，活動実施率が低いため
に，防災マップを配布して住民の意識や知識向上
の必要性が指摘されている。２００９年と２０１０年で

は，消防団や自主防災活動，ボランティア活動が
取り上げられている。自主防災活動では，結成率
は年々上昇しているが，活動を充実させる防災訓
練の必要性が指摘されている。ボランティア活動
では，活動内容を共有する集いや啓発活動が取り
組まれている。また，災害を軽減する国民運動と
して，防災活動への参加を確保し，正しい知識を
取得し，参加者が地域住民や行政と連携を目指す
取り組みが実施されている。以上より，１９８０年代
後半から２０００年代後半にかけて，ボランティアを
推進することや民間と市場を活かした防災の必要
性の指摘や，先に述べた法律においてハザード
マップが作成されて公表されるようになるなど，
社会背景や情報・技術の進展，あるいは災害特性
に伴う新たな課題への対応がみられる。その一方
で，防災意識の高揚など，社会背景や情報・技術
の進展にかかわらず，長年の課題とされている部
分もある。

３． 研究の分類
３．１　時間軸と主体による分類
　研究の枠組みに基づいて２０６編の論文を収集し
た。内訳は，土木学会関連の論文が１２８編，日本
自然災害学会の論文が３０編，地域安全学会の論文
が１６編，日本災害情報学会の論文が１６編，日本都
市計画学会の論文が１３編，日本建築学会の論文が
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表１　防災白書にみる災害と社会

防災意識の高揚と自主
防災災害弱者と防災東京圏と防災都市化社会の進展と防災土地利用の変化と防災１９８９年

市民の防災意識と行動都市活動の２４時間化と
防災対策のあり方ロマプリータ地震１９９０年

防災知識の普及と防災
意識の高揚幅広い防災活動の展開１９９１年

防災知識の普及と防災
意識の高揚幅広い防災活動の展開現代の家庭の生活と防災１９９２年

防災知識の普及と防災
意識の高揚

企業の防災対策と職場
での防災活動都市の変化と防災１９９５年

企業の防災対策と職場
での防災活動

災害時のボランティア
活動

在日外国人に対する防
災対策１９９４年

民間と市場の力を活か
した防災力向上

防災ボランティア活動
の環境整備

住民による自主防災活
動の推進消防団・水防団災害被害を軽減する国

民運動の推進 ２００９年

民間と市場の力を活か
した防災力向上

防災ボランティア活動
の環境整備

住民による自主防災活
動の推進消防団・水防団災害被害を軽減する国

民運動の推進 ２０１０年
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３編であった。抽出した文献を時間軸と主体にわ
けて表２に示した。表２より時間軸によれば，事
前の備えが１３２編，応急対応が５２編，復旧復興活
動が２４編であった。次に，主体によれば，個人が
８４編，地域住民が２３編，行政が９７編，ボランティ
アが２編となった。時間軸の観点では，事前の備
えが多い。主体の観点では，個人や行政に着目し
た研究が多い。

３．２　時間軸と主体別の研究内容による分類
　時間軸と主体の観点から文献を整理したが，さ
らに具体的な内容を包括的に把握することを試み
る。ここでは，２０６編の論文を対象として，事前
の備え，応急対応，復旧復興活動別に内容を抽
出・分類した。
　まず，事前の備えを図１に示した。内容は１２個
に大別される。なお，対策全般は，防災行動をま
とめて扱った研究である。例えば，情報取得や避
難行動意向をまとめて防災行動としているものが
ある。また，避難行動に関しては，避難行動とそ
れを目的とした計画を含むものとする。図１によ
れば，個人は，リスク意識や避難行動，対策全般

が多い。地域住民は対策全般が多い。行政はハ
ザードマップや土地利用の政策を対象にした研究
が多い。
　次に，応急対応を図２に示した。内容は３つに
大別される。図２によれば，個人や地域住民は避
難行動を対象にした研究が多い。また，行政は情
報利活用を対象にした研究が多い。個人と地域住
民，行政いずれも水防活動の研究が少ない。
　最後に，復旧復興活動を図３に示した。研究が
少ないことから，分類や量を比較することに無理
があるが，傾向を把握するために試みる。内容は
８つに大別される。なお，生活再建全般は，例え
ば，再建支援の評価，こころとからだや資金調達
を含んだ復興感などの再建をまとめたものを対象
とする。図３によれば，個人はこころとからだの
研究が多い。行政は生活再建全般と廃棄物の研究
が多い。
　以上より，時間軸と主体に内容を分類すると，
研究の実施状況に差異がみられた。個人は避難行
動に関する研究が多いが，水防活動や生活再建に
関する研究が少ない。行政は情報利活用やハザー
ドマップの研究が多い。
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図１　事前の備え

図２　応急対応

図３　復旧復興活動

表２　時間軸と主体による分類

合計復旧復興活動応急対応事前の備え

８４
９２７

４６個人
２

２３３８１３地域住民
９７８１６７３行政
２２００ボランティア
２０６２４５２１３２合　計
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４．論文の内容分析
　ここでは，既往研究の知見を整理した上で，取
り扱われた内容の偏りや今後の課題を検討する。
方法として，時間軸と主体をもとに，事前の備
え，応急対応，復旧復興活動の順で，個人と地域
住民，行政ごとに行う。

４．１　事前の備え
（１）個人
　個人の対策としては，図１よりリスク意識，情
報利活用，避難行動，対策全般の４つの内容があ
る。
a）リスク意識
　リスク意識について，水害経験，防災知識，同
居人，周辺状況の４つの要因が水害のリスク認知
に影響を与えることが示唆されている。水害経験
として，経験した方がリスクを認識する傾向が指
摘されている２５，２６）。防災知識は，居住地への理解
とリスク認知との関係が研究されているが，事例
により結果の相違が見られる。例えば，地盤が低
いなどの居住地の知識を有していればリスクを認
知する事例２７-２９）もあれば，居住地の理解がリスク
認知に結びつかない事例３０）もある。同居人とし
て，家庭に高齢者や小学生の同居人がいる方がリ
スクを認識しやすい傾向が示唆されている３１）。周
辺状況として，河川整備とリスク認知との関係が
研究されているが，事例により結果が相違する。
例えば，河川堤防が整備されることでリスクを過
小評価する傾向が示唆される事例３２，３３）もあれば，
河川堤防の整備前にリスクを認知していると整備
後もリスクを認知しており，整備前にリスクを認
知していないと整備後もリスクを認知しない点も
指摘されている３４）。
b）情報利活用
　情報利活用について，情報取得の実態と情報の
利活用策が研究されている。情報取得の実態とし
て，媒体にインターネットが利用されるものの，
２００４年から２００７年の間の「河川の防災情報」の認
知率が１割程度しかなく，防災情報と住民ニーズ
との相違の恐れが指摘されている３５，３６）。そのため
に，情報の利活用策として，気象庁の情報を加工

した防災情報の開発３７）や，個人から発信された情
報を共有するツールの開発などが研究されてい 
る３８）。
c）避難行動
　避難行動について，避難行動意向に与える影響
要因を分析した研究と避難行動を促進する支援
ツールの研究がある。避難行動意向には，水害経
験，リスク意識，情報，周辺状況の要因の影響が
示唆されている。水害経験として，経験が不安に
なる時期に影響を与えるものの，迅速な避難行動
の判断にむすびつかない点が３９，４０）指摘されてい
る。リスク意識は，発生確率が大きいと認識して
いれば早い段階で避難行動の判断をする傾向にあ
るが，楽観的な意識の場合には避難行動の判断を
遅らせる点４１）が指摘されている。情報は，緊急性
が高く危険の程度を具体的に表すものが早い段階
での避難行動の判断につながるが点が指摘されて
いる４２）。例えば，避難人口の情報提供の実験で
は，避難人口の上昇スピードが遅い時に情報提供
が避難を遅くさせる可能性が指摘されている４３）。
周辺状況として，避難所までの距離が短い都市部
では避難所に避難する意向であるが，避難所まで
の距離が長い農村部では避難所への避難意識が薄
い傾向など地域特性の影響が指摘されている４４）。
これら以外の要因として，住居形態として，集合
住宅では自宅に留まりやすい傾向４５）が指摘されて
いる。その他にも，避難行動について，自分の知
識や経験をもとに自分や家族の状況で判断するタ
イプ，自宅の浸水状況で判断するタイプなど思考
特性によって相違する点が指摘されている４６，４７）。
次に，避難行動を促進する支援ツールが研究され
ている。ツールとして，避難計画を個人で考える
ための補助ツール４８，４９）や個人特性を考慮して行動
指南情報を提供するツールが開発されている５０）。
また，浸水シミュレーションを用いたワーク
ショップを実施して，避難行動の啓発をする取り
組みもある５１-５５）。これ以外の研究では，洪水や津
波，原子力災害などの避難行動をまとめて，率先
避難の重要性を指摘した研究がある５６）。
d）対策全般
　対策全般として，水害経験や防災知識と防災行
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動との関連性や対策向上策に関する研究がされて
いる。水害経験と防災行動では，水害経験をして
いる方が持ち出し品などを準備する傾向が指摘さ
れている５７）。防災知識と防災行動では，過去の浸
水を知っているなど知識を有している方が避難経
路の確認などの対策を実施する傾向が指摘されて
いる５８-６２）。また，堤防の築堤経緯などの居住地の
知識を有している方が，家屋被害を軽減したとい
う報告６３）もある。その一方で知識を有しても対策
しない事例もある。例えば，保険加入などの知識
は有しているものの，実際に保険に加入していな
いなどの防災行動のズレの指摘がなされてい 
る６４，６５）。また大雨の注意報や警報等の知識を有し
ており，水害の可能性を認識しているものの，対
策意向が低いことが報告されている６６）。対策向上
策の研究として，水害に関する情報冊子を配布す
ると同時に世帯の災害対策プラン策定を依頼した
場合に，プラン配布地域では対策を実施する傾向
が示唆されている６７）。これら以外の研究として，
水害経験と公共事業の意識との関係が検討されて
いる。水害経験後に若い世代や女性の事業意識が
環境優先から水害対策優先に変化した点が示唆さ
れている６８-７０）。
e）考察
　個人の対策について，情報利活用やリスクコ
ミュニケーションに関する研究は相反する事例が
なく，今後の蓄積が望まれる。しかしながら，個
人の防災行動では，知識や意識，行動で相反する
事例があった。この点について，信頼性の観点か
ら２つにわけられる。多くの研究成果から過去の
浸水に関する知識を有していれば避難経路の確認
など対策は実施するようである。一方で，地盤の
高低や河川改修などの知識とリスク認知との関
係，河川改修や保険などの知識と防災対策との関
係では相反する結果となった。相反する点につい
て，３つの要因が考えられる。１つ目は，知識内
容が研究によって相違する点にある。例えば，居
住地の危険を理解しているか否か３０）と居住地の標
高の認識２７）であり，内容が抽象的と具体的で相違
している。２つ目は，リスク意識の定義が研究に
よって相違する点にある。例えば，リスク意識

は，浸水への関心２８）や浸水深の予測２９）とされてい
る一方で，雨が降ってきたときに自宅への被害を
注意するか３０）となっており，定義が統一されてい
ない。３つ目は，地理的要因である。例えば，同
じ岐阜県を対象とした事例でも災害が少ない市街
地の事例６４，６５）と郊外の水害常襲地域の事例６３）では
住民がおかれている状況が違う。また，避難所ま
で遠い農村部では避難所へ行動しないこと４４）も指
摘されている。
　今後の研究として，個人の防災行動では，１９９０
年代から住民の意識や知識向上の重要性が指摘さ
れており，更なる検討が必要である。とくに，研
究を実施するにあたり，防災知識，リスク認知，
地理に注意していく必要がある。地理に関して，
フィールドを研究する上で，過去の水害履歴や土
地利用，避難所の立地など地域の特性を調べる配
慮が求められる。知識は，ヒアリング調査により
住民の有する知識を把握して，検証する知識の内
容を精査する配慮が望まれる。リスク意識につい
て，工学的には，リスクは想定される被害の大き
さと生じる確率の積で表現されており，統一して
いく配慮も必要かもしれない。

（２）地域住民
　地域住民による対策は，図１より情報利活用，
避難行動，水防活動，対策全般が研究されてい
る。
a）情報利活用
情報利活用について，氾濫シミュレーションと情
報伝達シミュレーション，ワークショップをもと
に災害対応シナリオ・シミュレータを開発して，
情報伝達体制を検討する試みがある７１）。
b）避難行動
　避難行動については防災ワークショップによる
住民主導の緊急一時避難体制の計画手法が研究さ
れている７２）。
c）水防活動
　水防活動については，水害常襲地域の自主防災
組織を事例に，輪中堤を共有財産として独自の規
範をもとに活動しており７３），組織活動では堤防監
視を重点的に実施して，その役職に居住地の水害
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の知識を有している人が担っていた点７４）が報告さ
れている。
d）対策全般
　対策全般については，自主防災組織の課題や今
後の対策，消防団の課題が研究されている。自主
防災組織の課題として，１９８２年の長崎豪雨や１９９３
年の鹿児島豪雨を事例に，水害経験をしても自主
防災組織の活動が活発にならない点や，リーダー
の欠如，災害体験の風化が報告されている７５-７７）。
また，組織結成では，２００４年福井水害後に自治会
活動が活発な地域では結成されたものの，非活発
な地域では結成されない点７８）が報告されている。
今後の組織向上に役立つ対策として，例えば，自
主防災活動の継続に祭りなどが役立っている点７９）

や自治会活動が共助の意識を高めていることが指
摘されている８０）。また小学校区での防災訓練が地
域の防災力を最も高める効果８１）も指摘されてい
る。さらに，自営業者や居住期間が長い人が地域
の災害履歴を知っており，キーパーソンになりえ
ることが指摘されている８２）。消防団の課題とし
て，職住近接ではない住民が増加したことによる
団員確保の困難や，水害の減少による意識低下が
指摘されている８３）。
e）考察
　地域住民の対策について，自主防災組織は，
リーダーや自治会活動の重要性，組織の工夫点な
どが多く報告されている。しかし，自主防災組織
と消防団ともに防災訓練や連携の研究がされてい
ない。また，自主防災組織による防災活動事例の
分析も少ない。
　今後の研究として，１９９０年代より自主防災組織
が活動的になることや災害時要援護者を地域で
バックアップする体制が指摘されていることか
ら，水害が発生した地域を対象に役立つ対策や訓
練を抽出して分析することが求められる。

（３）行政
　行政の対策として，図１より情報利活用，避難
行動，水防活動，インフラ点検，地域防災計画，
河川管理，ハザードマップ，土地利用，教育，補
助金制度まで広範囲にわたり取り組まれている。

a）情報利活用
　情報利活用について，情報利活用の課題や教訓
と利活用の向上を目指す研究がある。課題とし
て，防災担当者が「河川の防災情報」を認知して
いないことが指摘されている８４）。また，ある自治
体の被災によって他の自治体がリアルタイム雨量
や水位情報の利用度を上げる点８５）や，相対的に大
きなハザードを体験した自治体からは自治会や消
防団，自主防災組織を活用した情報の収集，避難
勧告の伝達の仕組みを確立する教訓・課題が報告
されている８６）。次に，情報利活用の向上を目指す
研究として，地域特性を考慮した情報提供につい
て研究されている８７）。例えば，住民と行政の河川
巡視の場所や水位を共通認識して，それらをもと
に河川情報のあり方を検討するもの８８）や，内水氾
濫と外水氾濫の特性を考慮して避難勧告の判断基
準を検討しているもの８９）がある。ツールとして
は，行政の対応時の意思決定を補助するもの９０）や
情報共有を補助するもの９１），住民に効率よく情報
伝達するもの９２-９４）が開発されている。
b）避難行動
　避難行動については，行政の避難計画を評価し
た研究９５）や，行政が避難計画を策定する際の補助
ツールを開発したものがある９６-９８）。これ以外に，
個人と自主防災組織，行政によるワークショップ
を実施して，行政による事前の情報開示が住民の
主体的な避難行動につながる指摘がある９９）。
c）水防活動
水防活動については，江戸時代から昭和期までの
水防関連の法整備と住民や行政の水防組織と活動
を整理した研究がある１００-１０２）。平成期の水防組織
の研究が見受けられないが，行政の人員が少ない
ことから効率的に活動ができるように水防活動の
補助ツールが開発されている１０３）。
d）インフラ
　道路災害の研究がある。豪雨と道路災害との関
係では，時間雨量より実効雨量の方が道路災害と
相関が高いことが報告されている１０４）。また，対
応では，局所的な豪雨において初動体制の重要性
や県境における各々の県が連携する必要性が指摘
されている１０５）。
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e）地域防災計画
　地域防災計画について，水害経験をもとに地域
住民の経験知を取り入れていく点１０６）や計画に即
して防災訓練を実施すべき点１０７），地下空間の対
策も防災計画に盛り込む必要があるなど今後の計
画のあり方を議論した研究１０８）がある。その他に
は，地域防災計画での情報利活用の対応について
情報処理量や情報集中度などをもとに評価した研
究もある１０９）。
f）河川管理
　河川管理として，治水対策の変遷を整理した研
究と治水政策への意識を分析した研究がある。治
水対策の変遷として，例えば，治水理念では明治
時代に河川法制定によって「洪水を河道にとじこ
める」対策になり，平成期に「超過洪水を踏まえ
た対策」に変化したなどが整理されている１１０，１１１）。
また，管理について，平成期の災害経験から国や
都道府県，市町村間での河川管理問題の指摘や災
害時の河川や道路管理者との連携の研究がされて
いる１１２-１１４）。治水政策の意識分析は，住民投票や
河川構造物の意識について分析している。住民投
票では，住民投票に賛成意見が多いものの，投票
が地域課題の影響を受けてしまう点が示唆されて
いる１１５）。河川構造物では，ダムの但し書き知識
が不足している課題が指摘されている１１６）。その
他，行政担当者の意識として，水害対策にはソフ
ト面の対策意識よりも治水対策の促進意識の方が
高い指摘がある１１７）。
g）ハザードマップ
　ハザードマップについては，自治体の評価，ハ
ザードマップの効果，作成支援ツールが研究され
ている。自治体の評価として，ハザードマップが
行政側の思惑であり，職員も実効性に疑問を感じ
ている課題が報告されている１１８，１１９）。また，行政
が住民へのハザードマップの説明が不足している
課題１２０）やハザードマップが大きいことや対応行
動目的が不明確など住民ニーズとの不一致の課 
題１２１）が報告されている。ハザードマップの効果
としては，正確な情報を記載しなければ，リスク
についての誤解を与えること１２２-１２４），避難場所 
や経路の決定などの限定的な効果に限られる 

点１２５，１２６）が指摘されている。また，水害経験を有
している場合に限り，ハザードマップ配布後に家
庭で水害対策を実施する傾向が指摘されている
１２７，１２８）。ツールとしては，Webマップにおいて
ユーザーの要望に合わせて情報を追加して，情報
を公開するなどの研究がされている１２９，１３０）。また
行動を指南するツール型の開発１３１）や地域の浸水
の特徴などを表記する概略表記型マップの開発
１３２）がされている。その他にも，避難困難度を評
価してハザードマップに適用したもの１３３）や，兵
庫県のハザードマップの構成要素を類型化して効
果的なマップのための指標を作成した研究１３４），
住民と専門家による協働のマップづくりの研究が
されている１３５）。
h）土地利用
　土地利用については，１９８０年代の市街地開発の
課題と対策の研究，２０００年代の土地利用規制の評
価が研究されている。１９８０年代の課題と対策とし
て，高度経済成長時代に計画的に開発されたもの
の，環境対策がとられていない点１３６，１３７），土地利
用の高度化によって土地利用規制と治水対策の一
本化した対策の必要性１３８）が指摘されていた。
２０００年代より規制の評価が研究されるようになっ
た。費用便益分析では土地利用規制を実施したと
きに社会的便益が大きくなることが報告されてい
る１３９-１４３）。また，水害リスクカーブを用いて，土
地利用規制の効果を実証して，視覚的に整理して
いる１４４-１４６）。さらには，土地利用規制のみではな
く，保険制度の施策と土地利用規制，流出施設整
備の施策を組み合わせることで総便益が大きくな
る指摘がある１４７）。その他には，市街地再開発事
業での水害への考慮を指摘した研究１４８）もある。
また住民の意識として，住民が土地利用規制を評
価している傾向が指摘されている１４９）。
i）教育
　教育については，義務教育における防災教育の
位置づけの変遷を整理した研究がある１５０）。また，
学校での防災教育が児童のリスク意識や防災知識
の習得に役立つ報告もされている１５１，１５２）。学校教
育以外では，行政，住民，メディアなどが果たす
べき役割を理解して過去の災害の教訓を防災教育
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に役立てようとする取り組みもある１５３，１５４）。例え
ば，愛知県では，行政と住民が水害についてとも
に学び，行動できるようにするために「水から守
るプログラム」が展開されている１５５）。
j）補助金制度
　補助金制度として，１８９６年の水害後における災
害復旧事業の国庫補助制度に至る経緯を整理した
研究がある１５６）。
k）考察
　行政の対策について，ハザードマップ作成支援
ツールや情報共有と伝達のためのツール，土地利
用政策が多く研究されて相反事例もない。一方
で，行政と地域住民との連携不足や担当者の防災
知識の不足が指摘されている。また，避難計画や
地域防災計画などの研究は事例が少ない。
　今後の研究では，地域住民と行政との連携を見
据えて，防災担当者が職務を果たす上での必要な
知識と訓練度を評価できることが希求される。そ
のためには，災害が発生した地域を対象に担当者
の災害発生当時と発生後の防災知識について把握
するとともに，災害に必要な訓練や判断に難し
かった事柄など教訓を抽出して分析していくこと
が希求される。

４．２　応急対応
（１）個人
　個人の対応としては，図２より情報利活用，避
難行動，水防活動の３つの場面がある。
a）情報利活用
　情報利活用について，個人特性によって情報取
得状況が相違する点が指摘されている１５７）。とく
に，水害経験やリスク意識が早期の情報取得や取
得率に影響を与える傾向１５８，１５９）が示唆されている。
情報取得の媒体では，Twitterなどのソーシャル
ネットワークが情報取得や共有に役立ったという
事例１６０）がある。情報取得の問題として，情報伝
達技術が発達しても取得率が高くならない点１６１）

が報告されている。
b）避難行動
　避難行動について，家庭の役割，リスク意識，
情報取得，周辺状況の４つが影響する要因として

示唆されている。家庭の役割では，世帯主は，高
齢者や年少者などの優先避難者を先に避難させ
て，家財の保全行動をする点が報告されてい 
る１６２，１６３）。リスク意識では，災害前にリスクを認
識していれば避難行動を実施しやすい傾向１６４-１６７）

があるが，必ずしも早期の避難には結びついてい
ない事例もある１６８）。情報取得では，避難勧告や
避難指示が避難の準備や開始のタイミングに影響
を与える点が指摘されている１６９-１７１）。とくに，避
難情報の段階的な発令は，その後の準備行動に移
りやすくなる傾向が報告されている１７２）。しかし，
情報取得でも，必ずしも行動に結びつかず避難準
備に留まる指摘もある１７３）。周辺状況では，住民
は，自宅の浸水により避難した事例１７４-１７８）が多く
報告されている。理由としては，自分の家が浸水
しないと考えていた点１７９，１８０）があげられている。
また，浸水状況によって避難行動の判断基準が相
違する指摘もある１８１）。例えば，堤防の破堤前が
避難勧告や住民の誘いが影響する一方で，破堤後
が住居形式や避難路の危険性が影響している。さ
らに，これ以外の要因として，地域特性によって
避難行動する住民が多い地区とそうでない地区が
存在する事例１８２）や，水害経験に関係なく，自ら
情報取得する人は避難しやすい傾向が指摘されて
いる１８３）。
c）水防活動
　水防活動については，自治会活動などのコミュ
ニティ活動に参加していること１８４）や水害のリス
クを受容している（水害を仕方がないと捉える）
住民が参加しやすい傾向１８５）が指摘されている。
d）考察
　個人の応急対応として，情報取得の実態把握や
避難行動に影響する要因が分析されている。情報
取得では水害経験やリスク意識が早期の取得につ
ながることが示唆されている。しかし，避難行動
については，情報取得やリスク意識が相反する結
果になった。また，地域で避難行動に差異が生じ
る点が指摘されている。この結果になる要因とし
て，正常化の偏見も考えられるが，２点ある。１
つ目に避難行動をしたか否かを問うものが多く，
立地特性などの地理的要因を考慮されていない。
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２つ目に事前の備えのような土地の理解などの防
災知識が考慮されていない。
　今後の研究として，避難行動では，地理的な要
因を考慮し，水平避難と垂直避難の観点から分析
する必要がある。また，防災知識を踏まえて避難
行動特性を分析することも希求される。

（２）地域住民
　地域住民の応急対応として，図２より情報利活
用，避難行動，水防活動の３つの場面がある。
a）情報利活用
　情報利活用について，自治会活動が活発な地域
では，住民の協働意識が高く，人伝による情報伝
達が実施された事例１８６，１８７）が報告されている。
b）避難行動
　避難行動について，自主防災組織や消防団によ
る呼びかけや誘導によって，地区の避難行動につ
ながったこと１８８-１９０）が報告されている。その一方
で，組織間の連携困難１９１）も指摘されている。例
えば，高齢者の避難時に，民生委員が被災した場
合や自主防災組織の責任者が被災した場合に誘導
が困難であった点が報告されている。
c）水防活動

　水防活動について，日常の自治会活動のまとま
りが堤防監視や土嚢積みなどの自主防災組織によ
る対応に影響している点が報告されている１９２）。
d）考察
　地域住民による水害対応は，自治会活動が活発
な地域では，情報伝達から避難誘導，水防活動ま
で実施されることが示唆される。しかし，それ以
外は事例が少ない。
　今後の研究として，自主防災組織の活動実施率
の向上が求められていることから，水害対応を実
施した地域を対象に，組織だった情報伝達から避
難誘導，水防活動までの対応全般を把握して，活
動形態を分析していくことが求められる。また，
消防団や水防団，民生委員による対応の研究が少
なく，水害対応事例の蓄積が希求される。

（３）行政
　行政の応急対応として，図２より情報利活用と

避難行動，水防活動の３つの場面がある。
a）情報利活用
　情報利活用については，避難の発令基準と情報
伝達，情報管理にわけられる。避難情報の発令基
準では，気象情報や水位情報，被害の発生が報告
されている１９３-１９５）。しかし，気象や水位などを参
考にしつつも，発令の基準や適切なタイミングで
の発令の困難さ１９６，１９７）も報告されている。実際に，
河川水位にもとづいて避難勧告を出しても，住民
が避難しなかった事例１９８）もある。情報伝達につ
いて，１９９０年代には防災無線が不足している 
点１９９）や伝達システムの不備が課題２００）として挙げ
られていた。システムが整備された２０００年代から
は行政が一方的に情報を発信することへの課 
題２０１）が指摘されている。例えば，ダムでは，放
流の警報と発電の警報の区別がわからなかった事
例２０２）がある。また，情報発信の問題として，自
治体，河川事務所並びダム管理所が情報発信で連
携しておらず，水害後に水防情報を一元的にした
事例２０３）もある。その他，水難事故をもとに避難
に関する情報がおおまかに避難すべき内容である
点を住民に説明する必要性が指摘されている２０４）。
情報の管理については，欧米と日本の災害対策本
部を比較して，人的資源や対応状況などの情報を
集中管理できていない実態が指摘されている２０５）。
b）避難行動
　避難行動については，介護高齢者の避難の事例
が研究されている。１９９０年代には避難情報を取得
しても避難行動の困難や避難所での生活の困 
難２０６）が報告されていたが，２０００年代の介護保険
制度によって在宅要介護高齢者の安否確認や避難
生活の支援が行われるようになった２０７）。
c）水防活動
　水防活動については，排水機場の運転を取り上
げている。東海豪雨の事例として，河川管理者か
ら停止等の要請があったものの，管理者で対応が
相違していたことから，運転調整のルールを策定
すべき点が指摘されている２０８）。
d）考察
　行政の応急対応について，気象情報や水位情報
では避難勧告などの判断が難しい点が示唆されて
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いる。実際に水位をもとにした勧告でも住民が避
難しなかった事例１９０）や，ダムでも住民が避難情
報を認識していなかった事例１９４）もある。
　今後は，行政による一元的な防災情報の利用で
はなく，住民と行政，専門家との協働による防災
情報のあり方や防災計画を策定するリスクコミュ
ニケーションの研究が希求される。そのために
は，水害が発生した地域を対象に，行政側と住民
側の両面から情報利活用に関するヒアリング調査
やワークショップを実施して，問題点や教訓を抽
出していくなどが望まれる。また，災害前の行政
と自主防災組織，消防団との組織関係を示した上
で，組織が情報伝達や避難誘導，水防活動に与え
る影響を分析していく必要性もある。

４．３　復旧復興活動
（１）個人
　個人の活動として，図３より精神的被害，資金
調達，住宅移転，生活再建全般の研究がある。
a）こころとからだ
　こころとからだについては，水害による精神
的・身体的影響として，「水害の再発に対する不
安」，「清掃やゴミの後片付けによる疲労感」，「水
防活動や家庭用品の移動による疲労感」，「思い出
品の損失」などの不安２０９-２１２）が指摘されている。
b）資金調達
　資金調達については，２００４年の豊岡水害を事 
例２１３-２１５）として，被災世帯が復旧に必要な資金を
金融機関から調達できないという流動制約に直面
して，家計の完全復旧に要する時間に大きな差異
が生じることが報告されている。
c）住宅移転
住宅移転については，東海豪雨後の移転意向とし
て，浸水被害が甚大なためにその場所での生活を
断念する側面と，リスク回避手段として移転を選
択する側面の存在２１６）が指摘されている。
d）生活再建全般
　生活再建全般については，復興感と地域の復旧
復興活動への参加の研究がある。復興感につい
て，東海豪雨を事例２１７）に，「被災前の生活に戻っ
た」という意識は，水害から２ヶ月後にテレビや

自動車を買い替えた時点であったことが報告され
ている。水害後の地域の清掃活動や被災した家屋
の清掃活動には，自治会活動などの地域活動に活
発に参加する方が参加しやすい傾向が報告されて
いる１８４）。その一方で水害リスクを受容していな
い場合に，水害訴訟に参加する傾向が指摘されて
いる１８５）。
e）考察
　個人の復旧復興活動では，水害によるこころと
からだの影響や資金調達への影響が示唆されてい
るが，その他については事例が少ない。
　今後の研究として，災害による被害を軽減させ
るために，そして早期の復旧復興のために，水害
が発生した地域を対象に水害後の生活再建に影響
する要因を分析していく研究が希求される。

（２）地域住民
　地域住民の活動として，図３より地域再建に向
けた住民と行政とのつながりや集団移転に関する
研究がある。
a）つながり
　住民と行政との連携について，水害被害の調査
活動が，住民と河川管理者である行政との関係を
つくる機運となったこと２１８）が報告されている。
また，水害訴訟に関して，地域のリーダーが住民
と行政との間で調整的な役割を担って訴訟を回避
した事例２１９）が報告されている。
b）集団移転
集団移転については，過疎地域の事例として，水
害後に集落の集団移転の機運が高まったが，時間
とともに移転意識が低下した点が指摘されてい 
る２２０）。
c）考察
　地域住民の復旧復興活動は事例が少ない。今後
の研究として，訴訟を回避した事例２１９）もあるが，
水害後は個人の防災活動が相反する地域１８５）も存
在しており，地域再建の取り組み事例の蓄積が希
求される

（３）行政
　行政の活動として，図３よりインフラの復旧，
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廃棄物，生活再建全般，復興計画の研究がある。
a）インフラ
　インフラの復旧について，水道が研究されてい
る。水道では，水道事業者が災害経験をもとにし
たマニュアルによって断水解消に向けて臨機応変
に対応していた事例が２２１）報告されている。
b）廃棄物
　廃棄物について，分別方法として，平常時と同
じ方法を用いた場合にはある程度分別を期待で 
きるが，災害時の特例ではあまリ期待できな 
い２２２，２２３）との指摘がある。例えば，東海豪雨にお
いて分別に関して具体的な内容の指示を出した町
では，被災者が指示どおり分別を行う傾向がみら
れたが，別の地域では，新聞に「分別の必要なし」
との見出しが掲載されたために効果がなかった 
点２２４）が報告されている。
c）復興計画

　復興計画について，１９８２年の水害後の長崎防災
都市構想に関して，激甚災害特定緊急事業を除く
防災施設の整備が，個々の困難な課題により進捗
していない点２２５）が報告されている。
d）生活再建全般
　生活再建全般については，復旧・復興事業に関
しての住民評価と生活再建支援実態の研究がなさ
れている。住民評価として，災害復興事業が長期
にわたることへの不満や２２６），生活再建支援の対
応への不満２２７）が報告されている。再建支援の実
態について，２００４年の福井水害を事例に自治体独
自の支援を行い，被災者生活再建支援法で支援さ
れない世帯を補う姿勢が報告されている２２８）。
e）考察
　行政の復旧復興活動の研究は，事例が少なく，
蓄積が必要である。今後の研究として，住民の再
建支援の満足度では，行政の対応態度や事業の評
価に関して低い。また，復興計画では事業により
進捗の差異が指摘されている。この点を踏まえ
て，復興に障害になる要因を分析していくことが
必要かもしれない。また，復興における行政と住
民との役割を分析して，行政と住民がともに再建
を担う枠組みを示していくことが必要かもしれな
い。

（４）ボランティア
　ボランティアの活動として，図３より２つの事
例が研究されている。１９３８年の神戸水害の事例で
は勤労奉仕団が行政の配下で復旧活動が行われた
点，勤労奉仕団が生徒や地縁組織，外部組織に
よって構成された点２２９）が報告されている。２００４
年の三条市の水害においては，被災地の被災度や
被災地のコミュニティなどを考慮して，ボラン
ティア同士のコーディネートを考えていく必要 
性２３０）が指摘されている。

５．まとめ
　本研究では，土木学会，日本自然災害学会，地
域安全学会，日本建築学会，日本都市計画学会，
日本災害情報学会の水害に関する社会科学的研究
２０６編を抽出し，時間軸と主体をもとに知見を整
理した上で，社会と防災の問題を踏まえて今後の
課題を議論した。既往研究の整理により，蓄積さ
れている研究量の相違や事例において見解が一致
しない点も見受けられた。研究成果をまとめると
以下のようである。
（１）時間軸の観点では，災害対策の研究が多い一
方で応急対応や復旧復興活動の研究が少ない。

（２）主体の観点では，個人や行政を対象とした研
究が多いが，地域住民やボランティアの研究が
少ない。

（３）２０６編の研究をレビューすると，個人，地域
住民，行政が個別に研究されており，地域住民
と行政との連携の研究が少ない。その点に関し
て，例えば，情報伝達では，行政と自主防災組
織，消防団との連携不足が教訓として指摘され
ていた。今後は，連携に着目して災害対応や対
策を分析することが求められる。

（４）対策の研究が多く実施されているものの，地
域住民と行政の防災訓練の研究が少ない。１９９０
年代より自主防災組織では活動実施の低さが問
題視されている。かつ災害を軽減する国民の防
災運動にも防災訓練への参加が重要視されてい
る。しかし，研究は，個人の避難行動のための
リスクコミュニケーションに関することが多
い。今後は，水害が発生した地域を対象に住民
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と行政が災害時に役立った点や訓練を分析し
て，組織だった活動を補助するリスクコミュニ
ケーション研究が希求される。

（５）既往研究では，防災知識，意識，行動との関
係で相反する内容が確認された。個人の知識，
意識，行動との関係は，１９９０年から２０１０年にか
けて防災白書に掲載されている根幹的な内容で
あり，さらなる分析が必要と考えられる。今後
の研究には，防災知識，リスク認知，地理に注
意していく必要がある。地理に関して，フィー
ルドを研究する上で，過去の水害履歴や土地利
用，避難所の立地など地域の特性を調べる配慮
が求められる。知識は，ヒアリング調査により
住民の知識を把握して，検証する知識の内容を
検討する配慮が望まれる。リスク意識につい
て，工学的には，リスクは想定される被害の大
きさと生じる確率の積で表現されており，統一
する配慮も必要かもしれない。また，この点
は，地域によって災害対応や対策が相違してい
ることより，自主防災組織や行政の水害対応や
対策を分析する上でも必要と考えられる。
　本研究での課題は４つある。１つ目に，水害を
含む研究を広く扱ったが，水害に特化した研究を
分析する配慮も必要である。２つ目に，分析とし
て，社会的背景や技術の進展と論文との関係につ
いて詳細に分析していく必要がある。３つ目に，
研究の分類として，今後また精査する余地があ
る。例えば，避難行動の項目に避難計画を入れて
いる。また，時間軸では，論文を単位一の領域に
割り当てており，関係する領域との関係を考慮で
きていない。４つ目に，災害後の対策（教訓を含
む）を事前の備えとして捉えており，それらの知
見を抽出して整理する必要がある。
　最後に，本研究での知見や課題点をもとに研究
事例が蓄積されて，対応と対策の向上につながっ
ていくことが期待される。
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８月豪雨による鹿児島水害後の地域防災計画の
見直しと自主防災組織の対応に関する調査，自
然災害科学，Vol.１５，No.２，pp.１２５-１３８，１９９６．

７８） 春山成子・水野　智：２００４年福井水害にみる災
害特性と地域防災力に関する考察，自然災害科
学，Vol.２６，No.３，pp.３０７-３２２，２００７．

７９） 松本美紀・矢田部龍一：実被災者地域住民にお
ける地域防災活動における継続意図の規程因，
自 然 災 害 科 学，Vol.２７，No.３，pp.３１９-３３０， 
２００８．

８０） 藤見俊夫・柿本竜治・山田文彦・松尾和巳・山
本幸：ソーシャル・キャピタルが防災意識に及
ぼす影響の実証分析，自然災害科学，Vol.２９，
No.４，pp.４８７-４９９，２０１１．

８１） 山崎祐輔・天王嘉乃・高木朗義：洪水災害に対
する住民の備えとその促進策の検討，土木計画
学研究論文集，No.２５，pp.２９９-３０７，２００８．

８２） 稲垣景子・佐土原聡：地域コミュニティにおけ
る災害履歴情報の集約と活用，地域安全学会論
文集，No.９，pp.１-８，２００７．

８３） 末次忠司・舘健一郎・武富一秀：近年における
水防体制の変化，自然災害科学，Vol.１９，No.３，
pp.３３９-３５０，２０００．

８４） 牛山素行・新村光男・召田幸大・山口兼由：市
町村による豪雨防災情報活用の実態分析，河川
技術論文集，No.１２，pp.１６３-１６８，２００６．

８５） 牛山素行：豪雨災害の多発が市町村の防災体制
改善に及ぼす影響，災害情報，No.３，pp.５０-
６１，２００５．

８６） 佐藤翔輔・林　春男・田村圭子・浦田康幸：平
成２１年の大雨時の避難勧告発令経験にもとづく
自治体の対応に関する教訓・課題－大雨災害に
おける避難のあり方等検討会「避難勧告・避難
指示を発令した市町村に対する調査」 の自由回
答のTRENDREADER（TR）解析－，自然災害
科学，Vol.３０，No.１，pp.１２３-１４５，２０１１．

８７） 矢部浩規：氾濫特性に応じた避難情報提供に関
す る 研 究，自 然 災 害 科 学，Vol.１９，No.１，
pp.１１１-１２０，２０００．

８８） 花房大輔・橋本将明・佐々木昌俊・田中耕司・
西居直史・中島敏雄・饗庭啓良：避難勧告・指
示に資するきめ細かい河川情報に関する研究，
安全問題研究論文集，Vol.５，No.３５，２０１０．

８９） 田中耕司・原田翔太・岡田裕行・瀧健太郎：中
小河川群の氾濫域における地区別避難判断基準
の設定，土木学会論文集B１（水工学），Vol.６８，
No.４，pp. I_１０６９－I_１０７４，２０１２．

９０） 田口　仁・臼田裕一郎・長坂俊成：市町村の水
害対応の判断・意思決定を支援する地理空間情
報の相互運用性を有する情報システムの構築と
評価，災害情報，No.９，pp.７２-８１，２００８．

９１） 鈴木猛康・秦　康範・天見正和：災害時情報共
有に関する実証実験の実施と評価，災害情報，
No.６，pp.１０７-１１８，２００８．

９２） 片田敏孝・桑沢敬行・淺田純作・石橋晃睦・櫻
庭雅明：災害対応型河川GISのための災害情報伝
達シミュレーション，河川技術論文集，No.６，
pp.２７３-２７８，２０００．

９３） 森本浩之・佐伯和彦：洪水被災地における防災・
減災のための取り組みとソフト対策，安全問題
論文集，Vol.１，pp.３７-４２，２００６．

９４） 淺田純作・大屋　誠・渡邊　茂・水草浩一・片
田敏孝：水害時の即時対応行動支援システムの
開 発，水 工 学 論 文 集，No.５２，pp.５２３-５２８， 
２００８．

９５） 高木朗義・廣住菜摘・澤田基弘：地域住民の特
性を考慮した避難計画の総合評価，環境システ
ム論文集，No.３４，pp.２９-３７，２００６．

９６） 飯田進史・舘健一郎・武富一秀・川本一喜・金
木　誠・平川了治・谷岡　康：水害時の避難解
析システムの構築と危機管理対応支援への適用
性 検 討，河 川 技 術 論 文 集，No.８，pp.１３９-
１４４，２００２．

９７） 東田光裕・東田光裕・林　春男・斉藤　俊・北
野哲人：水害を対象とした災害対応シミュレー
タ（プロトタイプ）の開発，地域安全学会論文

２８６ 
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集，No.６，pp.５１-５８，２００４．
９８） 原田翔太・村岡治道・田中耕司・七里豊伸・手

塚聡・瀧健太郎：中小河川の氾濫原における水
害リスクを考慮した地区別避難判断基準の設
定，土木学会論文集F６（安全問題），Vol.６８，
No.２，pp.I_１８-I_２３，２０１２．

９９） 田中耕司・原田翔太・岡田裕行・瀧健太郎：洪
水によって人的被害が想定される地区の減災対
策，土木学会論文集（安全問題），Vol.６８，No.２，
I_１５３-I_１６０，２０１２．

１００） 風間輝雄：江戸時代における水防の組織と体制，
第５回土木史研究発表会論文集，pp.１６３-
１６８，１９８５．

１０１） 風間輝雄：近代における水防の組織と体制，第
６回土木史研究発表会論文集，pp.１３８-１４６， 
１９８６．

１０２） 風間輝雄：現代における水防の組織と体制，第
８回土木史研究発表会論文集，pp.１８４-１９２， 
１９８８．

１０３） 安田浩保・後藤智明・山田　正：浸水域予測モ
デルに基づく水防活動の支援システムの構築に
関する研究，河川技術論文集，No.８，pp.１５５-
１６０，２００２．

１０４） 北野仁郎・大關洋平・中西雄大・北浦　勝・宮
島昌克：豪雨災害と道路通行止に関する研究－
２００８年７月豪雨災害における石川・富山県際道
路の状況－，地域安全学会論文集，No.１１，
pp.１６３-１７１，２００９．

１０５） 北野仁郎・堀　苑子・宮島昌克・北浦　勝：道
路防災点検データを活用した事前通行規制と同
解除の実施方向に関する考察，地域安全学会論
文集，No.１３，pp.２０３-２１２，２０１０．

１０６） 清野聡子・宇多高明・綿末しのぶ・濱田隆士・
三波俊郎：洪水に対する地域の自然・社会特性
を反映した災害認識　大分県八坂川における
９７１９号台風による洪水被災者へのヒアリング調
査，河川技術論文集，No.５，pp.２１９-２２４，１９９９．

１０７） 高橋和雄・河野祐次・中村聖三：熊本県内市町
村の地域防災計画と防災体制の実態に関するア
ンケート調査，自然災害科学，Vol.２４，No.２，
pp.１６３-１７０，２００５．

１０８） 崔容準・吉村英祐：地域防災計画における地下
空間への浸水対策の分析に基づく建物計画上の
課題，日本建築学会計画系論文集，No.６２０，
pp.８１-８７，２００７．

１０９） 堀　智晴・瀧健太郎・高樟琢馬：洪水に関する
地域防災計画の構造分布モデルに関する研究，

水工学論文集，No.４２，pp.２６５-２７０，１９９８．
１１０） 清治真人：氾濫域対策を含めた恒久的治水理念

の考察，土木学会論文集B１（水工学），Vol.６７，
No.４，pp.６３７-６４２，２０１１．

１１１） 山田　正・岡安徹也・碇　正敬・内山雄介・影
山健彦・藤原直樹・松田浩一・向井直樹：気候
変化を踏まえた治水計画のあり方に関する研
究，河 川 技 術 論 文 集，No.１７，pp.４３７-４４２， 
２０１１．

１１２） 岩屋隆夫：庄内川の治水史を通してみた新川の
役割と治水問題，土木史研究発表会論文集，
No.２２，pp.１-１２，２００２．

１１３） 酒井公生・真間修一・加藤敢士・竹村仁志・橋
口安三・清治雅泰・関基：平成２３年７月福島豪
雨を教訓とした五十嵐川等における今後の治水
対策，河川技術論文集，No.１８，pp.５１７-５２２， 
２０１２．

１１４） 吉田直人・堀江隆生・久保宜由・和田光広・浅
野和広・片田敏孝：広域なゼロメートル地帯を
抱える木曽三川下流部における広域ネットワー
クの構築に関する取組，河川技術論文集，
No.１８，pp.５３５-５４０，２０１２．

１１５） 小松利光・松山龍太郎・佐々木亨・碇山恵子・
岡部健士・田中純子：防災事業の是非を問う住
民投票に関する研究調査，水工学論文集，
No.４８，pp.４０９-４１４，２００４．

１１６） 片田敏孝・及川　康：ダムの洪水調節機能に対
する住民の理解特性に関する研究，土木学会論
文集D，Vol.６６，No.１，pp.７８-８８，２０１０．

１１７） 照本清峰・佐藤照子・福園輝旗・池田三郎：地
方自治体職員の洪水対策に関する意識構造，土
木 計 画 学 研 究 論 文 集，No.２１，pp.３３５-３４０， 
２００４．

１１８） 片田敏孝・木村秀治・児玉　真：災害リスクコ
ミュニケーションのための洪水ハザードマップ
のあり方に関する研究，土木学会論文集D，
Vol.６３，No.４，pp.４９８-５０８，２００７．

１１９） 大林あずさ・加賀屋誠一・鈴木英一・川村里実：
石狩川流域を対象とした洪水ハザードマップの
現状・課題と改善策についての研究，土木学会
論文集F６（安全問題），Vol.６８，No.２，pp.I_１２-
I_１７，２０１２．

１２０） 片田敏孝・及川　康・三村清志：洪水ハザード
マップの作成状況と作成自治体による事後評
価，水工学論文集，No.４５，pp.３１-３６，２００１．

１２１） 谷垣内亨宣：洪水ハザードマップの内容に関す
る分析－東京都における事例をもとに－，災害

２８７
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情報，No.３，pp.３７-４９，２００５．
１２２） 矢部浩規・村山雅昭：札幌市北部の治水評価と

洪水災害情報，河川技術論文集，No.６，pp.２２１-
２２４，２０００．

１２３） 及川　康・片田敏孝：山地中小河川流域の豪雨
災害に対する住民の危険度認識と情報理解に関
する研究，水工学論文集，No.４５，pp.４３-４８， 
２００１．

１２４） 片田敏孝・児玉　真・佐伯博人：洪水ハザード
マップの住民認知とその促進策に関する研究，
水工学論文集，No.４８，pp.４３３-４３８，２００４．

１２５） 片田敏孝・及川　康・杉山宗意：パネル調査に
よる洪水ハザードマップの公表効果の計測，河
川技術論文集，No.５，pp.２２５-２３０，１９９９．

１２６） 朝位孝二・榊原弘之・ 諏訪宏行・藤重浩雄：近
年水害経験の少ない流域の洪水ハザードマップ
の認知状況，水工学論文集，No.５０，pp.５９５-
６００，２００６．

１２７） 朝位孝二・古賀将太・榊原弘之：洪水経験のあ
る住民のハザードマップ配布前後の防災意識構
造の比較，土木学会論文集B１（水工学），
Vol.６７，No.２，pp.３０-４０，２０１１．

１２８） 市古太郎・木村美瑛子・加藤孝明・石川金治・
中林一樹：荒川下流左岸地域におけるハザード
マップ認知と広域避難率の向上に関する研究，
都市計画論文集，Vol.４５，No.３，pp.５５９-５６４， 
２０１０．

１２９） 金　慶姫・河田恵昭・川方裕則・後藤隆一：
WebGISベースの洪水ハザードマップの作成と
その普及に関する研究，自然災害科学，Vol.２３，
No.４，pp.５３９-５５１，２００４．

１３０） 川崎昭如・吉田　聡・佐土原聡：GIS（地理情報
システム）を活用したハザードマップの公開・
提供が市民の防災意識に与える影響に関する調
査研究－横浜市民を対象としたアンケート調査
と分析－：日本建築学会計画系論文集，No.５６９，
pp.１０９-１１５，２００３．

１３１） 片田敏孝・及川　康・児玉　真：行動指南型洪
水ハザードマップの開発，土木学会論文集D３
（土 木 計 画 学），Vol.６７，No.４，pp.５２８-５４１， 
２０１１．

１３２） 片田敏孝・及川　康・渡邉　寛：洪水リスク統
括マップ（気づきマップ）の提案とその作成手
法に関する研究，土木学会論文集F５（土木技術
者実践），Vol.６７，No.２，pp.１３０-１４１，２０１１．

１３３） 川中龍児・石垣泰輔：避難困難度指標及び避難
開始時期を考慮した洪水ハザードマップの検

討，土 木 学 会 論 文 集B１（水 工 学），Vol.６８，
No.４，I_１０６３-I_１０６８，２０１２．

１３４） 小松瑠美・北田　聡・山本晋吾・下境敏広・卜
部兼愼・牧　紀男・林　春男：効果的な洪水ハ
ザードマップ作成のための標準的な手法の検討
－兵庫県内の全市町ハザードマップを対象とし
て－，地域安全学会論文集，No.１５，pp.４８１-
４８８，２０１１．

１３５） 林　宏年・長谷川修一・野々村敦子・山中　稔・
加藤真吾：住民と専門家が協働した防災マップ
への反応と課題，安全問題研究論文集，Vol.３，
pp.２１５-２２０，２００８．

１３６） 荒木　稔・松井　健：計画的市街地開発が水害
等の自然破壊に及ぼす抑制効果－地理的手法の
適用による検討－，都市計画論文集，No.１９，
pp.３９７-４０２，１９８４．

１３７） 荒木　稔・揚村洋一郎・松井　健：地理的情報
に基づく水害要因分析と土地開発のクライテリ
ア－中川中下流域低地を例として－，都市計画
論文集，No.２０，pp.５５-６０，１９８５．

１３８） 加賀屋誠一・山村悦夫：都市河川流域における
土地利用高度化に関する研究－札幌市東北部小
河川を事例として－，都市計画論文集，No. 
１７，pp.１６-２９，１９８７．

１３９） 上田孝行・高木朗義：災害脆弱地区における都
市整備促進施策とその効果に関する研究，土木
学会論文集，No.７０２，Ⅳ-５５，pp.３９-５０，２００４．

１４０） 市川　温・松下将士・堀智晴・椎葉充晴：水災
害危険度に基づく土地利用規制政策の費用便益
評価に関する研究，土木学会論文集B，Vol.６３，
No.１，pp.１-１６，２００７．

１４１） 寺本雅子・市川　温・立川康人・椎葉充晴：水
災害危険度に基づく土地利用規制政策の費用便
益評価－世帯所得の分布を考慮して－，土木学
会論文集B，Vol.６６，No.２，pp.１１９-１２９，２０１０．

１４２） 寺本雅子・市川　温・立川康人・椎葉充晴：水
災害危険度に基づく土地利用規制の席要請に関
する分析，土木学会論文集B，Vol.６６，No.２，
pp.１３０-１４４，２０１０．

１４３） 市川　温・寺本雅子・西澤諒亮・立川康人・椎
葉充晴：水災害危険度に基づく建築規制の費用
便益評価と土地利用規制との比較，土木学会論
文集B，Vol.６６，No.２，pp.１４５-１５６，２０１０．

１４４） 藤見俊夫・柿本竜治・山田文彦：治水整備によ
る水害リスクカーブの変遷に関する研究，土木
計画学研究論文集，No.２７，pp.６５-７０，２０１０．

１４５） 柿本竜治・田代達郎・山田文彦・藤見俊夫：土

２８８ 
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地利用の空間分布推定の曖昧性を考慮した水害
リスクカーブ生成システムの構築－熊本市壺川
地区の再現期間別浸水被害額算定による実用性
の検証－，都市計画論文集，Vol.４６，No.３，
pp.９３１-９３６，２０１１．

１４６） 柿本竜治・山田文彦・藤見俊夫：水害危険地域
への土地利用規制導入効果検証への水害リスク
カーブの適－熊本市壺川地区の浸水域への土地
利用規制導入効果の検証－，都市計画論文集，
Vol.４７，No.３，pp.９０１-９０６，２０１２．

１４７） 高木朗義・吉田正卓：流域管理と地域計画の連
携を考慮した総合的な洪水災害リスクマネジメ
ント方策の経済評価システム，河川技術論文
集，No.１１，pp.２１５-２２０，２００５．

１４８） 吉田　翔・黄光偉・磯部雅彦：手賀沼水害危険
地域の変遷と市街地構造による対策の検討，河
川技術論文集，No.１４，pp.２１７-２２２，２００８．

１４９） 佐々木栄洋・安藤　昭・赤谷隆一：内水浸水災
害常襲地域における防災と土地利用規制に関す
る意識調査－岩手県川崎村を対象として－，土
木 計 画 学 研 究 論 文 集，No.１７，pp.３３７-
３４４，２０００．

１５０） 城下英行・河田惠昭：学習指導要領の変遷過程
に見る防災教育展開の課題，自然災害科学，
Vol.２６，No.２，pp.１６３-１７６，２００７．

１５１） 片田敏孝・淺田純作・及川　康：過去の洪水に
関する字校教育と伝承が住民の災害意識と対応
行動に与える影響，水工学論文集，No.４４，
pp.３２５-３３０，２０００．

１５２） 稲垣意地子・大石　哲・砂田憲吾・湯本光子：
地域性を考慮した児童に対する防災教育の効果
に関する考察，自然災害科学，Vol.２８，No.４，
pp.３５７-３６９，２０１０．

１５３） 福成孝三・吉川勝秀・田中長光・白井勝二：河
川災害の想定外を想定内にするための安全・防
災教育，安全問題研究論文集，Vol.１，pp.６１-
６６，２００６.

１５４） 高橋和雄：１９８２年長崎豪雨災害の教訓，安全問
題論文集，Vol.３，pp.５９-６４，２００８．

１５５） 辻本哲郎・向井克之・田宮睦雄・太田克久：水
害に対する新しいソフト対策「みずから守るプ
ログラム」－新３カ年行動計画－，河川技術論
文集，No.１８，pp.５２３-５２８，２０１２．

１５６） 市川紀一：災害復旧費国庫補助制度の制定に至
る史的考察，土木史研究発表会論文集，No.１８，
pp.２９-４０，１９９８．

１５７） 山田啓一：鹿児島市における９３年および９５年水

害と住民行動，自然災害科学，Vol.１６，No.３，
pp.１９１-２００，１９９７．

１５８） 片田敏孝・及川　康・児玉　真：台風接近過程
における住民の情報取得行動と危機意識の変遷
に関する研究，河川技術論文集，No.９，pp.２９３-
２９８，２００３．

１５９） 片田敏孝・児玉　真・及川　康：水害進展過程
における住民の災害情報の取得構造に関する実
証的研究，土木学会論文集，No.７８６，IV-６７，
pp.７７-８８，２００５．

１６０） 谷口慎一郎：災害時における Twitterの有用性に
ついて－２０１１年９月の台風１２号による豪雨災害
を例に，災害情報，No.５６-６７，２０１０．

１６１） 宇野宏司・中野　晋・久米賢治：２００９年８月佐
用町豪雨災害にみるソフト防災対策の有効性と
その限界，河川技術論文集，No.１６，pp.４８９-
４９４，２０１０．

１６２） 及川　康・片田敏孝・淺田純作・岡島大介：洪
水避難時における世帯行動特性と世帯員の役割
分担に関する研究，水工学論文集，No.４４，
pp.３１９-３２４，２０００．

１６３） 山田　稔：那珂川下流地域における水害時の避
難行動に関する研究，都市計画論文集，No.３５，
pp.３９１-３９６，２０００．

１６４） 今本博健・石垣泰輔・大年邦雄：昭５７．７長崎水
害における避難行動選択への影響要素につい
て，自 然 災 害 科 学，Vol.３，No.１，pp.２２-３３， 
１９８４．

１６５） 及川　康・児玉　真・片田敏孝：水害進展過程
における住民対応行動の形成に関する研究，土
木 学 会 論 文 集，No７８６，IV-６７，pp.８９-１０２， 
２００５．

１６６） 片田敏孝・児玉　真：２０００年東海豪雨災害にお
ける家財被害の実態と被害軽減行動に関する研
究，水工学論文集，No.４６，pp.３１３-３１８，２００２．

１６７） 村上啓介・杉尾　哲：平成１７年台風１４号時の住
民の避難行動と防災意識について，災害情報，
No.４，pp.６７-７５，２００７．

１６８） 牛山素行・横幕早季・貝沼征嗣：２０１０年９月８
日静岡県小山町豪雨災害における避難行動，土
木学会論文集B１（水工学），Vol.６８，No.５６，
pp.I_１０９３-I_１０９８，２０１２．

１６９） 室崎益輝・大西一嘉：水害時の住民対応行動に
関する研究－平成２年台風１９号の兵庫県北部水
害を事例として－，都市計画論文集，No.２６，
pp.１９３-１９８，１９９１．

１７０） 片田敏孝・児玉　真・淺田純作：東海豪雨災害

２８９
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における住民の情報取得と避難行動に関する研
究，河川技術論文集，No.７，pp.１５５-１６０，２００１．

１７１） 今本博健・石垣泰輔・大年邦雄：昭和 ５８年７月
山陰豪雨災害における住民の対応状況につい
て，自 然 災 害 科 学，Vol.５，No.１，pp.９-１９， 
１９８６．

１７２） 児玉　真・木下　猛・片田敏孝：避難準備情報
の導入に伴う避難情報の段階的発令とその住民
受容に関する研究，災害情報，No.６，pp.５１-
６０，２００８．

１７３） 清重典宏・熊谷良雄：水害時における情報伝達
と住民初期避難行動の関連分析，地域安全学会
論文集，No.２，pp.１６９-１７８，２０００．

１７４） 熊谷良雄・小林明彦：災害時の避難行動の分析
－’８１小貝川水害を事例として－，都市計画論文
集，No.１７，pp.５４１-５４６，１９８２．

１７５） 吉本俊裕・笛田俊治・須見徹太郎：氾濫特性の
異なる流域での避難行動，水工学論文集，
No.３７，pp.２３３-２３８，１９９３．

１７６） 片田敏孝・及川　康：東海豪雨災害における名
古屋市天白区野並地区の浸水過程と住民の対応
に関する実態把握，河川技術論文集，No.７，
pp.５９-６４，２００１．

１７７） 廣部英一・田安正茂・宇治橋康行・玉井信行：
福井豪雨災害における被害状況と避難行動に関
するアンケート調査，河川技術論文集，No.１１，
pp.１５１-１５６，２００５．

１７８） 福留康智・末次忠司・菊森佳幹・川口広司：平
成１６年７月新潟・刈谷田川破堤氾濫流の再現実
験と活動実態調査に関する研究，河川技術論文
集，No.１２，pp.７-１２，２００６．

１７９） 泉宮尊司・石橋邦彦：７．１３新潟豪雨災害時にお
ける五十嵐川流域住民の避難行動と情報伝達に
関する実証的研究，河川技術論文集，No.１１，
pp.４５-５０，２００５．

１８０） 橋本晴行・齊藤美咲：福岡都市圏流域における
２００９年７月豪雨による水害の特性と行政機関・
住民の対応，自然災害科学，Vol.３１，No.１，
pp.９３-１１２，２０１２．

１８１） 片田敏孝・児玉　真・淺田純作・及川　康・荒
畑元就：東海豪雨災害を事例にした避難に関わ
る意思決定の状況依存性に関する研究，水工学
論文集，No.４６，pp.３１９-３２４，２００２．

１８２） 松田磐余・望月利男・早坂修一：１９８６年１０号台
風による４被災地における住民の水害への対
応，自 然 災 害 科 学，Vol.７，No.３，pp.３６-５４， 
１９８９．

１８３） 大本照憲・藤見俊夫・小場隆太：河川災害にお
ける住民の避難行動と災害外力の相関分析，水
工学論文集，No.５２，pp.４５１-４５６，２００８．

１８４） 山田　忠・柄谷友香・松本康夫：コミュニティ
活動が水害対応や対策への役割分担に与える影
響に関する研究，土木学会論文集B１（水工学），
Vol.６７，No.４，pp.I_６６１-I_６６６，２０１１．

１８５） 山田　忠・柄谷友香：水害リスクの受容と防災
行動の役割分担との関連性に関する研究－大垣
市荒崎地区を対象に－，自然災害科学，Vol.３０-
４，pp.４４１-４５３，２０１２．

１８６） 松尾裕治・山本　基・大年邦雄：犠牲者ゼロ水
害の体験と住民の防災意識・防災行動との関連
に関する考察－２００１年高知県西南部豪雨災害の
追跡調査の結果から－，地域安全学会論文集，
No.１１，pp.１９３-２０１，２００９．

１８７） 亀田晃一：地域におけるインフォーマルな社会
関係と災害情報伝達に関する考察－鹿児島県垂
水市における量的調査を中心に－，災害情報，
No.１０，pp.４３-５５，２０１２．

１８８） 宇野宏司・中野　晋：平成２１年台風９号による
佐用町豪雨災害時の自治会対応，安全問題論文
集，Vol.５，pp.６１-６６，２０１０．

１８９） 田井　明・橋本彰博・押川英夫・小松利光：２０１０
年１０月奄美大島豪雨時の住用川流域の洪水と住
民行動に関する調査，河川技術論文集，No.１８，
pp.４７３-４７８，２０１２．

１９０） 安永文香・林　博徳・大槻順朗・佐藤辰郎・立
道大神・島谷幸宏：２０１０年奄美大島豪雨時の氾
濫特性と住民行動，河川技術論文集，No.１８，
pp.５１１-５１６，２０１２．

１９１） 竹葉勝重・大西一嘉・谷口　晶：平成２１年台風
９号佐用町水害における要援護者対応－民生委
員アンケート・インタビュー調査を通じて－地
域安全学会論文集，No.１２，pp.４８１-４８８，２０１０．

１９２） 山田　忠・柄谷友香：２００２年荒崎水害にみる土
地利用変化と水防体制との関連性に関する調査
研 究，水 工 学 論 文 集，No.５３，pp.５７７-５８２， 
２００９．

１９３） 牛山素行・今村文彦・片田敏孝・越村俊一：豪
雨時の自治体における防災情報の利用，水工学
論文集，No.４７，pp.３４９-３５４，２００３．

１９４） 牛山素行：２００３年九州豪雨時のリアルタイム雨
量情報の利用，水工学論文集，No.４８，pp.４３９-
４４４，２００４．

１９５） 片田敏孝・児玉　真・牛山素行：台風接近過程
の自治体対応における情報利用に関する実証的

２９０ 
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研 究，河 川 技 術 論 文 集，No.９，pp.２９９-３０４， 
２００３．

１９６） 児玉　真・本間基寛・片田敏孝・若田部純一：
豪雨災害時関連情報の充実化とその下での自治
体対応にみる現状と課題，災害情報，No.７，
pp.７５-８３，２００９．

１９７） 村上啓介・杉尾　哲：台風０５１４号時の宮崎県を
事例とした地方自治体の防災管理体制の現状と
その強化について，水工学論文集，No.５１，
pp.５７１-５７６，２００７．

１９８） 辻本哲郎・Marie Thomas：名古屋市民１００万人に
避難勧告の出た２０１１年豪雨－２０００年東海豪雨と
の比較による豪雨災害への対応，河川技術論文
集，No.１８，pp.５２９-５３４，２０１２．

１９９） 高橋和雄・阿比留勝吾：平成５年８月６日豪雨
時における鹿児島市内の防災・報道機関の対応，
自 然 災 害 科 学，Vol.１４，No.２，pp.１２５-１３４， 
１９９５．

２００） 佐藤照子・岸井徳雄：平成５年台風１１号による
東京の水害の特徴，自然災害科学，Vol.１４，
No.３，pp.２０１-２１２，１９９５．

２０１） 亀田晃一：災害情報伝達と避難における社会学
的アプローチに関する一考察－鹿児島県垂水市
の事例をもとに－，災害情報，No.８，pp.７５-
８５，２０１０．

２０２） 四俵正俊：２０００年９月出水時の矢作ダム操作と
住民の認識，河川技術論文集，No.７，pp.６５-
７０，２００１.

２０３） 小松利光・杉尾　哲・疋田　誠・大木昭憲・押
川英夫・橋本彰博：２００６年７月豪雨による川内
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２０６） 片田敏孝・及川　康・寒澤秀雄：河川洪水時に
おける要介護高齢者の避難実態とその問題点，
都市計画論文集，No.３３，pp.７１５-７２０，１９９９．
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２３０，２０００．
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究，水工学論文集，No.５３，pp.５７１-５７６，２００９．
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２２２） 平山修久・河田惠昭：水害時における行政の初
動対応からみた災害廃棄物発生量の推定手法に
関する研究，環境システム研究論文集，No.３３，
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査，自然災害科学，Vol.１２，No.３，pp.２３７-２５０， 
１９９４．

２２６） 松田磐余・花井徳寶・中林一樹：中島川災害復
興事業に対する被災住民の評価，自然災害科
学，Vol.１０，No.１，pp.２３-３２，１９９１．

２２７） 照本清峰・佐藤照子・福囿輝旗：水害発生後の
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２００６．
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No.７，pp.２０７-２１２，２００５．
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（投 稿 受 理：平成２６年１月１４日 
訂正稿受理：平成２６年７月２９日）
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